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企業規模ならびに業種からみた高血圧の有所見率に関する研究

―福井県内事業所健診結果の解析―
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　職域における循環器疾患の予防を目的として福井県下の事業所において，労働安全衛生法に基づく定期健

康診断の受診者（n＝89,299）を対象とし，その検査項目の中から，健康管理上重要な疾患の1つである高

血圧の有所見率を選び，それと，事業所規模，および業種との関係を検討した。

　その結果，業種を一括した場合，男女別・年齢別では男性（n＝54,149）の10～60歳代，女性

（n＝35,150）の10～40歳代で，従業者数50人未満の小規模事業所（以下，小規模事業所）の方が従業者数50

人以上の大規模事業所（以下，大規模事業所）より高い高血圧有所見率（以下，有所見率）を示し，中でも，

男性の20歳代，女性の40歳代において有意に高かった。業種別で小規模事業所の方が有意に高かったのは，

男性で繊維工業の20歳代，一般機械器具の30歳代，道路旅客運送業，接客業の50歳代，女性で商業の20歳

代，繊維製品の60歳代の業種であった。これとは逆に，男性で，商業の10歳代，非金属の20歳代，金融業，

その他の事業（上記の分類にあてはまらない業種）の50歳代，金融業の60歳代，女性で建設関係：土木・建

築，その他の事業の50歳代の業種では大規模事業所の方が，むしろ，有意に高かった。このように，業種に

よって差があった。

　最後に，男女別・業種別に年齢を補正し，分析した。女性において，パルプ・紙加工品，道路貨物運送業

の業種では小規模事業所の方が有所見率は有意に高かったが，業種を一括した場合には，有意差はなかっ

た。男性において，非金属，金融業，その他の事業の業種では大規模事業所の方が有意に高かったが，窯業

土石，道路旅客運送業，接客業の業種では小規模事業所の方が有意に高かった。

　業種を一括した場合には，小規模事業所の方が有意に高かった。

　したがって，高血圧の一次予防の上でも，業種，規模，年齢，性に応じた健康管理対策が必要である。
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